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［基本法改正 食と農はどこへ］①～⑤ 日本農業新聞 
 

日本農業新聞 2024年 5月 31日 

［基本法改正 食と農はどこへ］①食料安保 党主導で農政転換へ 

 
 「制定から２０年以上が経過し、食料安全保障政策の検証などを行う時期に来ている」 

 

 ２０２２年２月、自民党食料安保に関する検討委員会の初会合。党農政の重鎮・森山裕は、「農政の憲法」

とされる食料・農業・農村基本法の見直しを表明した。図らずも、食料安保を脅かすロシアのウクライナ侵

攻と時を同じくして、農政転換の号砲は鳴った。 

◇ 

 既に政策転換の機運は高まっていた。岸田文雄首相が前年に「新自由主義からの脱却」を唱え、効率化偏

重の農政の軌道修正に期待する声が増加。肥料や飼料の高騰の兆候もあり、対応が急がれた。見直しの象徴

となったのが、農業政策の指針で食料安保の概念も包摂する基本法だった。 

 

 森山は同年５月の講演で、農水省幹部らを前に「２４年の通常国会に改正案を提出」と期限を区切り、腰

の重い官僚にむちを入れた。政府もこれに呼応し、党の意向を色濃く反映する形で「新たな展開方向」や「施

策の工程表」などの文書を次々と決定。食料安保への危機感を背景に、議論は急ピッチで進んだ。 

◇ 

 党農林幹部が農政転換を急いだ背景には、農林予算を巡る思惑もあったとみられる。 

 

 近年、上限の厳しい当初予算では身動きできず、重要政策でも補正予算頼みが常態化。補正も環太平洋連

携協定（ＴＰＰ）対策の神通力を失いつつある。そこで党は同年、従来予算とは別の「食料安全保障予算」

を提言、実現させ、将来の予算獲得へ布石を打った。 

◇ 

 改正基本法は森山の狙い通り、２４年の通常国会で成立。農政転換は区切りを迎えた。 

 

 ただ、基本法はあくまで方向性を示す「理念法」。政府・与党は今後、次期食料・農業・農村基本計画を

策定し、食料の価格形成や食料自給率などの目標、水田政策の見直しなどを具体化していく。 

 

 同時に、２５年度予算編成も本格化。自民党は政府に対し、改正基本法を踏まえた施策を進めるための「財

政的裏付け」を求める。必要な予算の措置を表明した岸田首相の発言もてこに、増額を迫る。 
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 「戦いだ」。自民党総合農林政策調査会長の江藤拓は１０日のＪＡグループの全国大会で、予算獲得へ財

務省に“宣戦布告”してみせた。窮地の生産現場を救う施策や予算を実現できるか－－。農政転換の第二幕

が開く。 

 食料安保の確保を基本理念とする改正基本法が成立した。改正に至るまでの背景や今後の論点を追う。 

（敬称略・５回掲載） 

 

日本農業新聞 2024年 6月 1日 

［基本法改正 食と農はどこへ］②環境調和 負荷軽減待ったなし 

 
 「アジアでは、いまだに田に水を張る米作りが行われている。米生産はメタンの最大の発生源の一つ。温

室効果では二酸化炭素の何倍も有害だ」。１月、世界の政財界の有力者が集まる世界経済フォーラム年次総

会（ダボス会議）で、医薬・農薬大手の独バイエル最高経営責任者（ＣＥＯ）のビル・アンダーソンがこう

言い放った。 

 

 １９９９年制定の食料・農業・農村基本法は、国土や自然環境を保全する農業の多面的機能を評価した。

だが、制定から四半世紀を経て、地球温暖化が加速。自由貿易の波に改革を迫られてきた日本農業は、今度

は世界的な環境規制の流れにさらされている。 

 

 こうした中、改正基本法は、農業の環境負荷に着目し、農政の新たな理念に「環境との調和」を明記。農

相・坂本哲志は４月の国会審議で「地球温暖化など環境への負荷の低減を図ることは、待ったなしだ」と強

調した。 

◇ 

 

 日本の温室効果ガス総排出量のうち農林水産分野は４％、稲作に限れば１％だ。世界に比べ農業からの排

出割合は大きくない。 

 

 政府が環境対策を急ぐ背景には、農産物の輸出拡大戦略もある。農水省は国内市場が縮小する中で、日本

農業が世界に打って出るには、環境や人権といった持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）への対応は不可避と見

る。 

 

 同省は２０２４年度から、環境負荷低減を補助事業の要件にする「クロスコンプライアンス」を開始。２

７年度には、環境負荷低減に取り組む農家を支援する新たな直接支払制度を導入する方針だ。 

◇ 

 

 新たな直接支払制度では、地目や品目を問わず、面積に応じて農家個人に支払う仕組みを検討する。地域

の共同活動を支援する多面的機能支払いなど現行制度との関係をどう整理するかが課題だ。「既存の直接支
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払いをつぶして組み替えるだけでは新機軸とはいえない」とある農林議員。財源を巡る綱引きは既に始まっ

ている。 

 

 一方、メタン削減へ水田の中干し期間を延長すれば、生物多様性の保全に逆行するなど、技術的な課題も

少なくない。同省で環境対策を指揮する技術総括審議官の川合豊彦は「家族農業が中心で湿潤な気候の日本

に合ったやり方が必要だ」と語る。 

 

 

日本農業新聞 2024年 6月 4日 

［基本法改正 食と農はどこへ］➂価格転嫁 利害調整が成否の鍵 

 

 「私たちの努力だけで解決できる範囲を大きく超えている」。５月１０日、ＪＡ全中が開いた全国集会。

ＪＡ宮崎中央会会長の栗原俊朗が、生産資材価格の高騰が直撃する生産現場の窮状を訴えた。 

 

 生産コストの農産物価格への転嫁に期待が高まる中、改正食料・農業・農村基本法には、「持続的な供給

に要する合理的な費用が考慮されるようにしなければならない」との一文が盛り込まれた。適正な価格形成

を目指す条文とされるが、農水省は「ここでの『合理的』は、生産から消費までの関係者の納得・合意が得

られるという意味だ」と解説する。 

  ◇ 

 

 「消費者は価格に非常に敏感だ」 

 

 価格形成の仕組み作りへ、同省は昨年８月、生産から消費までの関係者を集めた協議会を設けた。だが、

離農危機にある生産側と消費減退を懸念する小売り側には温度差が大きく、協議は難航した。 

 

 それでも作業部会で議論を重ね、今年４月、「適切な価格転嫁を新たな商習慣としてサプライチェーン全

体で定着させる」との方向性を確認。コスト指標の作成など具体的な仕組み作りに入るところまでこぎ着け

た。 

 

 政府は価格形成の仕組みの法制化を打ち出したが、時期は明示していなかった。自民党総務会長の森山裕

は５月の全中集会で、来年の通常国会への法案提出へハッパをかけた。 

    ◇ 
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 「（農業者が）再生産可能となる価格形成がしっかりと行われるよう後押ししていきたい」。基本法改正

案の審議が大詰めを迎えた５月２８日の参院農林水産委員会で、首相・岸田文雄はこう表明した。 

 

 一方、同じ日の答弁で、農相・坂本哲志は「なんらかの賃金や所得を保証するものではない」と“ただし

書き”を付けた。 

 

 国が米価などを決めた時代から転換し、価格を市場に委ねた現行基本法。改正基本法はその原則を維持し

つつ、改めて価格の在り方を問う。だが、食品の値上げは、賃上げ抜きには困難との見方も強い。低所得者

に打撃となり改正基本法で定義した一人一人の食料安全保障に逆行する他、需要が輸入品に移る懸念もある。 

 

 相反する利害を調整し、再生産可能な価格をどう実現するか－－。かじ取りは容易でない。 

（敬称略） 

 

日本農業新聞 2024年 6月 6日 

［基本法改正 食と農はどこへ］➃水田政策 持続可能な道筋模索 

 

 将来にわたって安定運営できる水田政策の確立を目指す－－。 

 

 昨年１２月、岸田文雄首相をトップとする食料安定供給・農林水産業基盤強化本部の会合。政府は、食料・

農業・農村基本法の改正後に、水田政策の見直しに乗り出す方針を示した。「安定運営」の念頭にあるのは

転作助成金の「水田活用の直接支払交付金」だ。 

 

 麦や大豆、飼料用米など転作作物の作付面積に応じて支払う同交付金。農家所得を下支えし、農作物の販

売収入で主食用米に劣る転作作物の生産を後押ししてきた。 

 

 だが、主食用米の需要は毎年１０万トンずつ減少。同交付金は転作面積の拡大に伴って雪だるま式に予算

が膨らむ構造的な課題を抱える。 

 

 これに対し、財務相の諮問機関である財政制度等審議会は昨年１１月、予算編成に関する建議（意見書）

で同交付金の見直しを要求。「主食用米の転作助成金など既存の施策が、むしろ食料の生産性向上を阻害す

ることになっていないか」と指摘した。 

◇ 
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 財政削減圧力に抗しきれず、これまでも農水省は同交付金の見直しを進めてきた。２０２２～２６年の５

年間で一度も水を張らない水田を交付対象から外す他、「畑地化」も進めた。２４年産からは一般品種の飼

料用米への交付単価を段階的に引き下げる。だが、同交付金の予算圧縮の動きに生産現場では不満がくすぶ

る。 

◇ 

 

 こうした中、農相の坂本哲志は４月の国会答弁で、次期食料・農業・農村基本計画で小麦や大豆の生産拡

大へ「意欲的な目標を設定していく」と表明。ＪＡグループが５月に開いた集会では、自民党総務会長の森

山裕が「水田・畑地維持のための総合的な政策」の創設を提起。直接支払制度や畑作物の直接支払交付金（ゲ

タ対策）を含む体系的な見直しに言及した。 

 

 政府・与党は来春の基本計画策定に合わせ、２７年度以降の水田政策を検討する。昨年１２月の基盤強化

本部の文書では「生産性向上や主食用米の需給調整を効果的に進めていく」と明記している。 

 

 財務省は同交付金に単収基準の設定などを求めるが、ゲタ対策のように収量に連動した仕組みなども想定

される。農水省幹部の一人は「水田政策はいつの時代もセンシティブ。一筋縄ではいかない」と身構える。 

（敬称略） 

 

日本農業新聞 2024年 6月７日 

［基本法改正 食と農はどこへ］⑤農村政策 人口減少、描く未来は 

 
 

 農村人口の減少で、２０５０年には３０万～７０万ヘクタールで営農継続が危ぶまれる－－。農水省が農

業・農村の行く末を分析する中で、こんな数字をはじいた。 

 

 農業で生計を立てる「担い手」の減少が叫ばれるが、高齢化の波は担い手以外の農家により激しく押し寄

せる。あぜ草刈り、溝さらえ、水路補修……。地域農業を支える農村の共同活動は立ちゆかなくなりつつあ

る。 

 

 改正食料・農業・農村基本法は、担い手以外の「多様な農業者」が果たす役割への配慮を規定。「担い手育

成に逆行する」と議論を巻き起こした条文だが、同省幹部は「これ以上、リタイアしてもらっては困るとい
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うことだ」と解釈してみせた。 

◇ 

 「多様な農業者」を後押しする政策として同省が挙げるのが、多面的機能支払いや中山間地域等直接支払

いといった共同活動への支援だ。ただ、人口減が進む中、既存の仕組みの限界を指摘する声は多い。政府は

作業代行や人材派遣などの「サービス事業体」育成を打ち出すが、中山間地域を含めたサポート体制の構築

も課題となる。 

 

 人口減は農業インフラにも影を落とす。同省によると標準耐用年数を超えた基幹的な用排水施設は６割。

地域で合意形成がままならず、更新が遅れ、老朽化による突発事故も相次ぐ。政府は計画更新を進めるため、

国などが主導して事業実施を可能とする土地改良法改正案を来年の通常国会に提出する方針だ。 

 

 だが－－。３月下旬、自民党元幹事長の二階俊博が派閥の裏金事件を受け次期衆院選への不出馬を表明し、

関係者に激震が走った。全国土地改良事業団体連合会会長を務め、国土強靭（きょうじん）化政策の旗振り

役の引退は「当然（農政に）影響がある」（党農林幹部）。政府の国土強靭化５カ年計画も終わりに近づき、

土地改良予算は岐路にある。 

◇ 

 「ここにきて自分を肯定する気持ちが生まれた」。首都圏から高知県の集落に移住した男性（３３）の言葉

だ。農村に魅力を感じる若者は少なくない。 

 

 「地域社会の維持」を掲げた改正基本法。農村を守り継ぐビジョンを描けるか。いよいよ食料・農業・農

村基本計画の作成が始まる。 

（敬称略・おわり） 

 （北坂公紀、本田恵梨、松本大輔、溝口恵子、宮本卓が担当しました 


